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スギ ヒノキ
アカマツ

クロマツ
カラマツ

トドマツ

ｱｶｴｿﾞﾏﾂ

その他

針葉樹
広葉樹 小計

Ⅻ S36 ～ S38 208         99           26           5             -             -             -             338         

Ⅺ S39 ～ S43 500         547         10           3             -             1             -             1,060      

Ⅹ S44 ～ S48 297         985         10           4             -             -             1             1,296      

Ⅸ S49 ～ S53 175         395         -             -             -             -             6             575         

Ⅷ S54 ～ S58 155         226         2             -             -             -             -             383         

Ⅶ S59 ～ S63 44           200         2             -             -             -             1             247         

Ⅵ H01 ～ H05 83           319         -             -             -             -             -             401         

Ⅴ H06 ～ H10 130         573         -             -             -             -             12           715         

Ⅳ H11 ～ H15 116         264         -             -             -             -             31           411         

Ⅲ H16 ～ H20 105         187         -             -             -             -             79           370         

Ⅱ H21 ～ H25 109         36           -             -             -             -             52           197         

Ⅰ H26 ～ H30 143         15           -             -             -             -             70           228         

2,062      3,846      50           11           -             1             250         6,220      

樹種別、齢級別植栽面積（筑後川広域流域）

齢級

総計

 -

 500

 1,000

 1,500

S36 S39 S44 S49 S54 S59 H01 H06 H11 H16 H21 H26

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

S38 S43 S48 S53 S58 S63 H05 H10 H15 H20 H25 H30

広葉樹

その他針葉樹

トドマツ、ｱｶｴｿﾞﾏﾂ

カラマツ

アカマツ、クロマツ

ヒノキ

スギ

本流域の植栽面積は、昭和44年～昭和48年までの5年間が最も多く、約1,300haの植栽を

実施している。

植栽樹種については、事業開始当初からスギ、ヒノキを主体としていたが、平成21年以

降はヒノキが減少し、スギが主体となっている。近年は、前生広葉樹等を活用した針広混

交林の造成を目指している。
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整理番号 22
期中の評価個表（案）

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 S36年度～R103年度（最長160年間）

事業実施地区名 筑後川広域流域 事業実施主体 国立研究開発法人
ちく ご がわ

50年以上経過分 森林研究・整備機構

事業の概要・目的 ① 位置等
本対象区域が存在する筑後川広域流域は、福岡県西部及び佐賀県、大分県

北部に位置し、福岡県福岡市や佐賀県佐賀市、大分県日田市等を包括してい
る。平野部と山間部で気候に差があり、年平均気温は約11℃～16℃程度、年
間降水量は約1,400mm～2,500mmとなっている。
② 目的

本事業は、森林所有者の自助努力等によっては森林の造成が困難な奥地水

源地域において、水源涵養機能等を高度に発揮させるため、国立研究開発法
かん

人森林研究・整備機構と地域の関係者が分収造林契約の当事者となって森林
の造成を行うことを目的としている。

特に本流域については、平成29年７月に発生した九州北部豪雨により大分
県日田市などで土砂災害や河川の氾濫、人家の浸水等の甚大な被害が発生し
た地域であることを踏まえ、福岡県等の森林・林業施策と整合を図りつつ、

、 、 、多様な森林整備を計画的に行い 流域内のダム 簡易水道等の水源地として
水源涵養や土砂流出防備等の機能の高度発揮、地域での雇用や間伐材生産等
を通じた地域振興への貢献に一定の役割を果たしていく必要がある。

③ 事業の概要等
水源かん養保安林等及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪林相地

等において、国立研究開発法人森林研究・整備機構が、森林所有者及び造林
者と分収造林契約を締結し、新植・下刈・除伐・間伐等森林整備のための費
用負担及び、造林者への健全な森林の育成に向けた事業実行に関する技術指
導を行い、水源林を造成するものである。
・主な事業内容：新植・下刈・除伐・間伐等

契約件数 138件、事業対象区域面積 2,295ha
（スギ928ha、ヒノキ1,317ha、ｱｶﾏﾂ･ｸﾛﾏﾂ37ha、

カラマツ11ha、その他2ha）
・総事業費： 13,931,608千円 （税抜き 12,665,099千円）

① 費用便益分析の 本事業の費用便益分析における主な効果は、水源涵養便益であり、これは
算定基礎となった 植栽や保育により森林を造成し、洪水防止、流域貯水、水質浄化に寄与する
要因の変化等 効果である。また、山地保全便益については、森林を造成し土砂流出や山腹

崩壊等の防止に寄与する効果である。
現時点における50年経過分の対象区域の費用便益分析の結果は以下のとお

りである。
なお、前回評価時の費用便益分析結果との差については、標準賃金の上昇

や土砂流出防止便益、水質浄化便益等の算定因子の変更によるものである。
総便益（Ｂ） 12,325,681千円
総費用（Ｃ） 7,344,209千円
分析結果（Ｂ／Ｃ） 1.68 （平成26年度の評価時点：1.87）

、 、 、② 森林・林業情勢、 本流域が属する福岡県 佐賀県 大分県における民有林の森林・林業情勢
農山漁村の状況そ 農山漁村の状況その他の社会経済情勢の変化は以下のとおりとなっている。
の他の社会経済情
勢の変化

出典：総務省「国勢調査 、農林水産省「世界農林業センサス 「生産林業所得統計報告書 、」 」 」

林野庁「森林資源の現況」

民有林の未立木地面積は、昭和45年からやや減少傾向にあるが、平成29年
には32,789haとなっており、引き続き森林造成が必要である。

また、これらの県における私有林の不在村者所有森林面積は、昭和45年か
ら平成17年にかけて増加しており、林業就業者は、昭和45年から平成27年に
かけて減少し、平成27年の65歳以上の割合は21％と高齢化も進行している。
さらに、木材生産額は、近年はやや増加しているものの、昭和46年の３割程
度となっている。これらのことから、地域の森林の管理水準の低下が危惧さ
れる。

S45(1970) S55(1980) H 2(1990) H 12(2000) H 22(2010) 最新値
未立木地面積

（ha）
不在村者所有
森林面積 (ha)
林業就業者

(人)
木材生産額

(百万円)

1)
53,017 43,984 37,858 37,316 34,591 32,789

2)
61,161 88,983 92,445 107,556 134,858

3,437 3,156

4)
50,818 47,774 35,429 17,830 11,520 16,620

3)
5,126 5,374 3,862 2,844

※H24(2012)

※H17(2005)

※s46(1971) ※H29(2017)

※H27(2015)

※H29(2017)※H24(2012)

※H17(2005)

※s46(1971) ※H29(2017)

※H27(2015)

※H29(2017)
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こうした中、本事業については、水源涵養機能等の向上を図りながら、そ
の実施を通じ、地域の雇用にも貢献してきたところであり、主伐期を迎える
中、長伐期化や育成複層林化による多様な森林整備の一層の推進を図るとと
もに、搬出間伐等を推進し地域の木材供給にも貢献できるよう取り組むこと
としている。

③ 事業の進捗状況 50年経過分の対象区域の樹種別面積割合は、スギが約21％、ヒノキが約69
％、一部水害等によりシイ等が成長して広葉樹林化した区域は約10％となっ
ている。

また、植栽木の成長に支障のない後生の広葉樹は保残するなど、針広混交
林等への誘導を積極的に行っている。

植栽木の生育状況 は、以下のとおりで、地位３等地に相当する生育とな(注1)

っており、概ね順調な生育状況である。

樹高 胸高直径 成立本数 材積
スギ （50年生）18ｍ 26cm 1,200本/ha 477㎥/ha
ヒノキ（49年生）17ｍ 25cm 1,100本/ha 384㎥/ha

(注1)林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもの。

④ 関連事業の整備 一例として本流域が属する佐賀県では、以下のとおり森林整備を進めるこ
状況 ととしている。

【佐賀県総合計画2019（令和元年７月 】）
多様な森林（もり ・緑づくり）
○森林所有者による間伐を促進するとともに、佐賀県森林環境税及び森林

環境譲与税などを財源とした公的森林整備を推進。
○県と森林とのふれあいを一層進め、森林と川、海のつながりや森林・林

業・村への理解を深めるとともに、市町や関係団体、CSO との連携を強
化して県協働による森林（もり）づくりや平坦地の緑づくりを推進。

、 、こうした中で本事業では 佐賀県等の森林・林業施策との整合を図りつつ
、 、多面的機能の持続的な発揮に向けた多様な森林整備 路網整備や間伐を通じ

流域内のダム、簡易水道等の水源地として、水源涵養機能等の公益的機能の
高度発揮に一定の役割を果たしている。

⑤ 地元（受益者、地 本対象区域では順調に成林しており、所在市町村及び契約相手方（造林地
方公共団体等）の 所有者、造林者）は水源涵養機能等の高度発揮への期待が大きく、適正な密
意向 度管理、木材の有効利用等を図る搬出間伐等の実施を要望している。

⑥ 事業コスト縮減等 費用便益分析の結果から効率性は確保されているが、さらに、水害等によ
の可能性 り造林木が減少し広葉樹が侵入した林分においては、植栽木の成長に支障の

ない広葉樹は保残するなどコスト縮減に努めることとしている。
また、間伐の実施に当たっては、契約相手方（造林地所有者、造林者）の

理解を得た上で列状間伐や間伐率を最大限に適用した間伐を行うなど工夫す
ることによりコスト縮減に努めることとしている。

⑦ 森林所有者の自助努力等によっては森林の造成が困難な奥地水源地域にお代替案の実現可能性
いて、公益的機能を高度に発揮させるためには、分収造林契約により森林整
備を行う本事業の実施が必要であり、代替案はない。

水源林造成事業等評
価技術検討会の意見

評価結果（案）及び ・必要性： 本事業は、奥地水源地域において、水源涵養機能等の高度発揮
事業の実施方針 の観点から、森林所有者の自助努力等によっては適正な整備が見

込めない森林等で実施するものである。
本対象区域では、奥地条件不利地域等において、健全な森林の

育成に向けた取組が計画的に行われ植栽木が概ね順調に生育して
いることに加え、主伐の実施に当たっても水源涵養機能等を低下
させず持続的に発揮させるため、伐採を小面積で分散させる方法
に変更する取組等を推進していることから、引き続き本事業を実
施する必要性が認められる。

・効率性： 費用便益分析結果については１を上回り効率性が確保されてい
るほか、水害等によって広葉樹林化した林分においては、侵入広
葉樹の育成に重点をおいた施業へ変更しており、また、間伐の実
施に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで間伐木の選木及
び間伐手法を工夫することによりコスト縮減に努めているなど、
事業の効率性が認められる。

・有効性： 植栽木は概ね順調な生育を示しており、水源涵養機能等を着実
に発揮している上、地域雇用への貢献や木材供給といった効果も
あり、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針 ： 継続が妥当。
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所 在 地 ： 大分県玖珠郡玖珠町

スギ
18m
26cm
1,200本/ha

本対象地には、水害等により
広葉樹林化した区域が約10％
存在し、当該区域の主な樹種
は、シイ等である。

スギ植栽地林内
（生育順調）

（植栽本数 3,000本/ha）

指標年における事例（筑後川広域流域　50年経過分）

当該対象地は、スギが植栽さ
れており、生育状況は以下の
とおりである。

樹 高
胸高直径
成立本数

近景

近景

遠景
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森林調査（Ⅵ齢級以上の林分において実施）実施地のデータにより作成
樹　種　

　項　目

43 144 20 208

平均値 50 49 - -

範　囲 42 ～ 51 32 ～ 51 ～ ～ ～ ～ - -

平均値 18 17 - -

範　囲 12 ～ 24 11 ～ 24 ～ ～ ～ ～ - -

平均値 26 25 - -

範　囲 15 ～ 38 17 ～ 36 ～ ～ ～ ～ - -

平均値 477 384 - -

範　囲 165 ～ 725 188 ～ 710 ～ ～ ～ ～ - -

※各数値は平成30年3月末現在のものである

※生育状況の平均値は、樹種毎に林齢別面積で加重平均により算出

※指標となる地位3等地及び5等地については、代表する樹種別面積割合が高い都道府県における収穫予想表より算出

胸高直径
（cm）

ha当たり材積
（㎥）

生育状況

林齢
（年生）

樹高
（m）

広葉樹林化 計トドマツ その他

面積（ha）

スギ ヒノキ アカマツ カラマツ

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0
樹高(m)

胸高直径(㎝)

材積

㎥/ha

（1/10）

参考：50年経過分 スギ

地位3等地 地位5等地 現況

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0
樹高(m)

胸高直径(㎝)

材積

㎥/ha

（1/10）

参考：50年経過分 ヒノキ

地位3等地 地位5等地 現況

指標年における生育状況（筑後川広域流域 50年経過分）
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整理番号 23
期中の評価個表（案）

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 S45年度～R92年度（最長140年間）

事業実施地区名 筑後川広域流域 事業実施主体 国立研究開発法人
ちく ご がわ

30～49年経過分 森林研究・整備機構

事業の概要・目的 ① 位置等
本対象区域が存在する筑後川広域流域は、福岡県西部及び佐賀県、大分県

北部に位置し、福岡県福岡市や佐賀県佐賀市、大分県日田市等を包括してい
る。平野部と山間部で気候に差があり、年平均気温は約11℃～16℃程度、年
間降水量は約1,400mm～2,500mmとなっている。
② 目的

本事業は、森林所有者の自助努力等によっては森林の造成が困難な奥地水

源地域において、水源涵養機能等を高度に発揮させるため、国立研究開発法
かん

人森林研究・整備機構と地域の関係者が分収造林契約の当事者となって森林
の造成を行うことを目的としている。

特に本流域については、平成29年７月に発生した九州北部豪雨により大分
県日田市などで土砂災害や河川の氾濫、人家の浸水等の甚大な被害が発生し
た地域であることを踏まえ、福岡県等の森林・林業施策と整合を図りつつ、

、 、 、多様な森林整備を計画的に行い 流域内のダム 簡易水道等の水源地として
水源涵養や土砂流出防備等の機能の高度発揮、地域での雇用や間伐材生産等
を通じた地域振興への貢献に一定の役割を果たしていく必要がある。

③ 事業の概要等
水源かん養保安林等及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪林相地

等において、国立研究開発法人森林研究・整備機構が、森林所有者及び造林
者と分収造林契約を締結し、新植・下刈・除伐・間伐等森林整備のための費
用負担及び、造林者への健全な森林の育成に向けた事業実行に関する技術指
導を行い、水源林を造成するものである。
・主な事業内容：新植・下刈・除伐・間伐等

契約件数 162件、事業対象区域面積 2,141ha
（スギ551ha、ヒノキ1,568ha、ｱｶﾏﾂ･ｸﾛﾏﾂ13ha、その他9ha）

・総事業費： 14,396,573千円 （税抜き 13,087,794千円）

① 費用便益分析の 本事業の費用便益分析における主な効果は、水源涵養便益であり、これは
算定基礎となった 植栽や保育により森林を造成し、洪水防止、流域貯水、水質浄化に寄与する
要因の変化等 効果である。また、山地保全便益については、森林を造成し土砂流出や山腹

崩壊等の防止に寄与する効果である。
現時点における30年経過分の対象区域の費用便益分析の結果は以下のとお

りである。
なお、前回評価時の費用便益分析結果との差については、標準賃金の上昇

や土砂流出防止便益、水質浄化便益等の算定因子の変更によるものである。
総便益（Ｂ） 681,560千円
総費用（Ｃ） 416,286千円
分析結果（Ｂ／Ｃ） 1.64 （平成26年度の評価時点：1.62）

、 、 、② 森林・林業情勢、 本流域が属する福岡県 佐賀県 大分県における民有林の森林・林業情勢
農山漁村の状況そ 農山漁村の状況その他の社会経済情勢の変化は以下のとおりとなっている。
の他の社会経済情
勢の変化

出典：総務省「国勢調査 、農林水産省「世界農林業センサス 「生産林業所得統計報告書 、林」 」 」

野庁「森林資源の現況」

民有林の未立木地面積は、昭和45年からやや減少傾向にあるが、平成29年
には32,789haとなっており、引き続き森林造成が必要である。

また、これらの県における私有林の不在村者所有森林面積は、昭和45年か
ら平成17年にかけて増加しており、林業就業者は、昭和45年から平成27年に
かけて減少し、平成27年の65歳以上の割合は21％と高齢化も進行している。
さらに、木材生産額は、近年はやや増加しているものの、昭和46年の３割程
度となっている。これらのことから、地域の森林の管理水準の低下が危惧さ
れる。

こうした中、本事業については、水源涵養機能等の向上を図りながら、そ

S45(1970) S55(1980) H 2(1990) H 12(2000) H 22(2010) 最新値
未立木地面積

（ha）
不在村者所有
森林面積 (ha)
林業就業者

(人)
木材生産額

(百万円)

1)
53,017 43,984 37,858 37,316 34,591 32,789

2)
61,161 88,983 92,445 107,556 134,858

3,437 3,156

4)
50,818 47,774 35,429 17,830 11,520 16,620

3)
5,126 5,374 3,862 2,844

※H24(2012)

※H17(2005)

※s46(1971) ※H29(2017)

※H27(2015)

※H29(2017)※H24(2012)

※H17(2005)

※s46(1971) ※H29(2017)

※H27(2015)

※H29(2017)
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の実施を通じ、地域の雇用にも貢献してきたところであり、主伐期を迎える
中、長伐期化や育成複層林化による多様な森林整備の一層の推進を図るとと
もに、搬出間伐等を推進し地域の木材供給にも貢献できるよう取り組むこと
としている。

③ 事業の進捗状況 30年経過分の対象区域の樹種別面積割合は、スギが約９％、ヒノキが約89
％、一部水害等によりコナラ等が成長して広葉樹林化した区域は約２％とな
っている。

また、植栽木の成長に支障のない後生の広葉樹は保残するなど、針広混交
林等への誘導を積極的に行っている。

植栽木の生育状況 は、以下のとおりで、地位３等地に相当する生育とな(注1)

っており、概ね順調な生育状況である。

樹高 胸高直径 成立本数 材積
スギ （30年生）19ｍ 23cm 1,500本/ha 540㎥/ha
ヒノキ（30年生）14ｍ 18cm 1,900本/ha 326㎥/ha

(注1)林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもの。

④ 関連事業の整備 一例として本流域が属する佐賀県では、以下のとおり森林整備を進めるこ
状況 ととしている。

【佐賀県総合計画2019（令和元年７月 】）
多様な森林（もり ・緑づくり）
○森林所有者による間伐を促進するとともに、佐賀県森林環境税及び森林

環境譲与税などを財源とした公的森林整備を推進。
○県と森林とのふれあいを一層進め、森林と川、海のつながりや森林・林

業・村への理解を深めるとともに、市町や関係団体、CSO との連携を強
化して県協働による森林（もり）づくりや平坦地の緑づくりを推進。

、 、こうした中で本事業では 佐賀県等の森林・林業施策との整合を図りつつ
、 、多面的機能の持続的な発揮に向けた多様な森林整備 路網整備や間伐を通じ

流域内のダム、簡易水道等の水源地として、水源涵養機能等の公益的機能の
高度発揮に一定の役割を果たしている。

⑤ 地元（受益者、地 本対象区域では順調に成林しており、所在市町村及び契約相手方（造林地
方公共団体等）の 所有者、造林者）は水源涵養機能等の高度発揮への期待が大きく、適正な密
意向 度管理、木材の有効利用等を図る搬出間伐等、引き続き適期での保育作業等

の実施を要望している。

⑥ 事業コスト縮減等 費用便益分析の結果から効率性は確保されているが、さらに、水害等によ
の可能性 り造林木が減少し広葉樹が侵入した林分においては、植栽木の成長に支障の

ない広葉樹は保残するなどコスト縮減に努めることとしている。
また、間伐の実施に当たっては、契約相手方（造林地所有者、造林者）の

理解を得た上で列状間伐や間伐率を最大限に適用した間伐を行うなど工夫す
ることによりコスト縮減に努めることとしている。

⑦ 森林所有者の自助努力等によっては森林の造成が困難な奥地水源地域にお代替案の実現可能性
いて、公益的機能を高度に発揮させるためには、分収造林契約により森林整
備を行う本事業の実施が必要であり、代替案はない。

水源林造成事業等評
価技術検討会の意見

評価結果（案）及び ・必要性： 本事業は、奥地水源地域において、水源涵養機能等の高度発揮
事業の実施方針 の観点から、森林所有者の自助努力等によっては適正な整備が見

込めない森林等で実施するものである。
本対象区域では、奥地条件不利地域等において、健全な森林の

育成に向けた取組が計画的に行われ植栽木は概ね順調に生育して
おり、今後も植栽木の成長に応じて適正な密度管理のための間伐
等を適期に実施する必要があることから、引き続き本事業を実施
する必要性が認められる。

・効率性： 費用便益分析結果については１を上回り効率性が確保されてい
るほか、水害等によって広葉樹林化した林分においては、侵入広
葉樹の育成に重点をおいた施業へ変更しており、また、間伐の実
施に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで間伐木の選木及
び間伐手法を工夫することによりコスト縮減に努めているなど、
事業の効率性が認められる。

・有効性： 植栽木は概ね順調な生育を示しており、水源涵養機能等を着実
に発揮している上、地域雇用への貢献や木材供給といった効果も
あり、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針 ： 継続が妥当。
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所 在 地 ： 大分県玖珠郡玖珠町

ヒノキ
11m
20cm
1,700本/ha

本対象地には、水害等により
広葉樹林化した区域が約10％
存在し、当該区域の主な樹種
は、コナラ等である。

ヒノキ植栽地林内
（生育順調）

（植栽本数 3,000本/ha）

指標年における事例（筑後川広域流域　30年経過分）

当該対象地は、ヒノキが植栽
されており、生育状況は以下
のとおりである。

樹 高
胸高直径
成立本数

近景

近景

遠景
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森林調査（Ⅵ齢級以上の林分において実施）実施地のデータにより作成

樹　種　

　項　目

3 25 0

平均値 30 30 -

範　囲 30 ～ 31 26 ～ 31 ～ ～ ～ ～ -

平均値 19 14 -

範　囲 16 ～ 20 11 ～ 16 ～ ～ ～ ～ -

平均値 23 18 -

範　囲 21 ～ 26 15 ～ 23 ～ ～ ～ ～ -

平均値 540 326 -

範　囲 417 ～ 643 163 ～ 394 ～ ～ ～ ～ -

※各数値は平成30年3月末現在のものである

※生育状況の平均値は、樹種毎に林齢別面積で加重平均により算出

※指標となる地位3等地及び5等地については、代表する樹種別面積割合が高い都道府県における収穫予想表より算出

-

-

-

ha当たり材積
（㎥）

-

-

面積（ha） 28

生育状況

林齢
（年生）

-

-

樹高
（m）

胸高直径
（cm）

-

スギ ヒノキ アカマツ カラマツ トドマツ その他 広葉樹林化 計

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0
樹高(m)

胸高直径(㎝)

材積

㎥/ha

（1/10）

参考：30年経過分 ヒノキ

地位3等地 地位5等地 現況

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0
樹高(m)

胸高直径(㎝)

材積

㎥/ha

（1/10）

参考：30年経過分 スギ

地位3等地 地位5等地 現況

指標年における生育状況（筑後川広域流域 30年経過分）
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整理番号 24
期中の評価個表（案）

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 H2年度～R90年度（最長100年間）

事業実施地区名 筑後川広域流域 事業実施主体 国立研究開発法人
ちく ご がわ

10～29年経過分 森林研究・整備機構

事業の概要・目的 ① 位置等
本対象区域が存在する筑後川広域流域は、福岡県西部及び佐賀県、大分県

北部に位置し、福岡県福岡市や佐賀県佐賀市、大分県日田市等を包括してい
る。平野部と山間部で気候に差があり、年平均気温は約11℃～16℃程度、年
間降水量は約1,400mm～2,500mmとなっている。
② 目的

本事業は、森林所有者の自助努力等によっては森林の造成が困難な奥地水

源地域において、水源涵養機能等を高度に発揮させるため、国立研究開発法
かん

人森林研究・整備機構と地域の関係者が分収造林契約の当事者となって森林
の造成を行うことを目的としている。

特に本流域については、平成29年７月に発生した九州北部豪雨により大分
県日田市などで土砂災害や河川の氾濫、人家の浸水等の甚大な被害が発生し
た地域であることを踏まえ、福岡県等の森林・林業施策と整合を図りつつ、

、 、 、多様な森林整備を計画的に行い 流域内のダム 簡易水道等の水源地として
水源涵養や土砂流出防備等の機能の高度発揮、地域での雇用や間伐材生産等
を通じた地域振興への貢献に一定の役割を果たしていく必要がある。

③ 事業の概要等
水源かん養保安林等及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪林相地

等において、国立研究開発法人森林研究・整備機構が、森林所有者及び造林
者と分収造林契約を締結し、新植・下刈・除伐・間伐等森林整備のための費
用負担及び、造林者への健全な森林の育成に向けた事業実行に関する技術指
導を行い、水源林を造成するものである。
・主な事業内容：新植・下刈・除伐・間伐等

契約件数 180件、事業対象区域面積 1,506ha
（スギ414ha、ヒノキ935ha、その他156ha）

・総事業費： 7,714,797千円 （税抜き 7,013,452千円）

① 費用便益分析の 本事業の費用便益分析における主な効果は、水源涵養便益であり、これは
算定基礎となった 植栽や保育により森林を造成し、洪水防止、流域貯水、水質浄化に寄与する
要因の変化等 効果である。また、山地保全便益については、森林を造成し土砂流出や山腹

崩壊等の防止に寄与する効果である。
現時点における10年経過分の対象区域の費用便益分析の結果は以下のとお

りである。
なお、前回評価時の費用便益分析結果との差については、標準賃金の上昇

や土砂流出防止便益、水質浄化便益等の算定因子の変更によるものである。
総便益（Ｂ） 638,331千円
総費用（Ｃ） 297,708千円
分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.14 （平成26年度の評価時点：2.07）

、 、 、② 森林・林業情勢、 本流域が属する福岡県 佐賀県 大分県における民有林の森林・林業情勢
農山漁村の状況そ 農山漁村の状況その他の社会経済情勢の変化は以下のとおりとなっている。
の他の社会経済情
勢の変化

出典：総務省「国勢調査 、農林水産省「世界農林業センサス 「生産林業所得統計報告書 、林」 」 」

野庁「森林資源の現況」

民有林の未立木地面積は、昭和45年からやや減少傾向にあるが、平成29年
には32,789haとなっており、引き続き森林造成が必要である。

また、これらの県における私有林の不在村者所有森林面積は、昭和45年か
ら平成17年にかけて増加しており、林業就業者は、昭和45年から平成27年に
かけて減少し、平成27年の65歳以上の割合は21％と高齢化も進行している。
さらに、木材生産額は、近年はやや増加しているものの、昭和46年の３割程
度となっている。これらのことから、地域の森林の管理水準の低下が危惧さ
れる。

S45(1970) S55(1980) H 2(1990) H 12(2000) H 22(2010) 最新値
未立木地面積

（ha）
不在村者所有
森林面積 (ha)
林業就業者

(人)
木材生産額

(百万円)

1)
53,017 43,984 37,858 37,316 34,591 32,789

2)
61,161 88,983 92,445 107,556 134,858

3,437 3,156

4)
50,818 47,774 35,429 17,830 11,520 16,620

3)
5,126 5,374 3,862 2,844

※H24(2012)

※H17(2005)

※s46(1971) ※H29(2017)

※H27(2015)

※H29(2017)※H24(2012)

※H17(2005)

※s46(1971) ※H29(2017)

※H27(2015)

※H29(2017)
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こうした中、本事業については、水源涵養機能等の向上を図りながら、そ
の実施を通じ、地域の雇用にも貢献してきたところであり、今後は長伐期化
や後生の広葉樹の活用による、多様な森林整備に一層取り組むこととしてい
る。

、 、 、③ 事業の進捗状況 10年経過分の造林地の樹種の面積割合は スギが約55％ ヒノキが約18％
広葉樹等区域が約28％となっている。植栽木の成長は、獣害（シカ）等によ
り一部に生育の遅れがみられるものの、概ね順調である。

また、植栽時に前生の広葉樹があった区域を残置したことから、針広混交
林の景観が形成されつつある。

④ 関連事業の整備 一例として本流域が属する佐賀県では、以下のとおり森林整備を進めるこ
状況 ととしている。

【佐賀県総合計画2019（令和元年７月 】）
多様な森林（もり ・緑づくり）
○森林所有者による間伐を促進するとともに、佐賀県森林環境税及び森林

環境譲与税などを財源とした公的森林整備を推進。
○県と森林とのふれあいを一層進め、森林と川、海のつながりや森林・林

業・村への理解を深めるとともに、市町や関係団体、CSO との連携を強
化して県協働による森林（もり）づくりや平坦地の緑づくりを推進。

、 、こうした中で本事業では 佐賀県等の森林・林業施策との整合を図りつつ
、 、多面的機能の持続的な発揮に向けた多様な森林整備 路網整備や間伐を通じ

流域内のダム、簡易水道等の水源地として、水源涵養機能等の公益的機能の
高度発揮に一定の役割を果たしている。

⑤ 地元（受益者、地 本対象区域では順調に成林しており、所在市町村及び契約相手方（造林地
方公共団体等）の 所有者、造林者）は水源涵養機能等の高度発揮への期待が大きく、雑かん木
意向 や造林木の形質不良木等の除伐等、引き続き適期での保育作業等の実施を要

望している。

⑥ 事業コスト縮減等 費用便益分析の結果から効率性は確保されているが、さらに、今後の除伐
の可能性 等の実施に当たっては、引き続き適期に実施することや植栽木の成長に支障

のない後生の広葉樹等は保残するなど、針広混交林等の造成を目指すことに
よりコスト縮減に努めることとしている。

⑦ 森林所有者の自助努力等によっては森林の造成が困難な奥地水源地域にお代替案の実現可能性
いて、公益的機能を高度に発揮させるためには、分収造林契約により森林整
備を行う本事業の実施が必要であり、代替案はない。

水源林造成事業等評
価技術検討会の意見

評価結果（案）及び ・必要性： 本事業は、奥地水源地域において、水源涵養機能等の高度発揮
事業の実施方針 の観点から、森林所有者の自助努力等によっては適正な整備が見

込めない森林等で実施するものである。
本対象区域では、奥地条件不利地域等において、健全な森林の

育成に向けた取組が計画的に行われ植栽木は概ね順調に生育して
おり、今後も除伐等の保育作業を適期に実施する必要があること
から、引き続き本事業を実施する必要性が認められる。

・効率性： 費用便益分析結果については１を上回り効率性が確保されてい
るほか、今後の除伐等の実施に当たっては、引き続き適期に実施
することや植栽木の成長に支障のない後生の広葉樹等は保残する
など、針広混交林等の造成を目指すことによりコスト縮減に努め
ることとしており、事業の効率性が認められる。

・有効性： 針広混交林化等必要な取組を行いつつ、植栽木は順調な生育を
示しており、水源涵養機能等を着実に発揮している上、地域雇用
への貢献といった効果もあり、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針 ： 継続が妥当。
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所 在 地 ： 福岡県八女市

スギ
6m
6cm
2,200本/ha

スギ植栽地林内
（生育順調）

（植栽本数 2,700本/ha）

指標年における事例（筑後川広域流域　10年経過分）

当該対象地は、スギが植栽さ
れており、生育状況は以下の
とおりである。

樹 高
胸高直径
成立本数

近景

遠景
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（単位：ｈａ、％）

広葉樹等
（前生樹等）

合計 備考

面積 率 面積 率 面積 率 面積 率 面積 率 面積 率 面積 面積

31 100% 10 100% 41 100% 15 56

29 93% 8 81% 37 90%

2 7% 2 19% 4 10%

率      　： 樹種毎の生育状況の割合を示す。
生育順調　：

生育遅れ　：

広葉樹林化：

広葉樹林化

植栽木の1ha当たり成立本数が限界生立本数（森林保険における齢級別限界生立本数で、以下同じ。）以上で、かつ、樹高が
周辺の平均的な山林と比較して0.8倍を超えるもの。

植栽木の1ha当たり成立本数が限界生立本数未満、または、樹高が周辺の平均的な山林と比較して0.8倍未満のもの。

広葉樹等の後生樹木が過半を占める林分。

小計

生育状況

生育順調

カラマツ その他の樹種

生育遅れ

樹種 スギ ヒノキ マツ

0

5

10

15

20

25

30

35

スギ ヒノキ 広葉樹等

15 

2 2

29 

8

参考：10年経過契約地

生育順調

生育遅れ

広葉樹林化

広葉樹等

指標年における生育状況（筑後川広域流域 10年経過分）

ha
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B/C 1.68
（単位：千円）

便益種 便益
水源涵養便益 8,685,118
山地保全便益 2,728,588
環境保全便益 805,542
木材生産等便益 106,433

総便益(B) 12,325,681
（単位：千円）

費用
総費用(C) 7,344,209

B/C 1.64
（単位：千円）

便益種 便益
水源涵養便益 481,708
山地保全便益 149,516
環境保全便益 43,973
木材生産等便益 6,363

総便益(B) 681,560
（単位：千円）

費用
総費用(C) 416,286

B/C 2.14
（単位：千円）

便益種 便益
水源涵養便益 455,433
山地保全便益 136,126
環境保全便益 42,684
木材生産等便益 4,088

総便益(B) 638,331
（単位：千円）

費用
総費用(C) 297,708

指標年における費用便益分析結果　　（筑後川広域流域）

50年経過分（S44年度契約地）

30年経過分（H1年度契約地）

10年経過分（H21年度契約地）

0.0 1.0 2.0

費用

(C)

便益

(B)

水源涵養便益

その他便益

総費用（C)

0.0 1.0 2.0

費用

(C)

便益

(B)

水源涵養便益

その他便益

総費用（C)

0.0 1.0 2.0

費用

(C)

便益

(B)

水源涵養便益

その他便益

総費用（C)

87億円 36億円

5億円 2億円

5億円 2億円

73億円

4億円

3億円
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